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午前１０時００分 開議

定足数に達しており○議長（馬場騎一君）

ますので、３日目の本会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

日程第１ きのうに○議長（馬場騎一君）

引き続き、市政に対する一般質問を行いま

す。

４番加澤明議員の登壇を願います。

おはようございま○４番（加澤 明君）

す。

市民クラブの加澤明です。通告に従い、一

般質問させていただきます。

最初に、市営住宅問題。

長引く不況が地方にも多大な影響を及ぼ

し、市民生活も大変苦しいものになっていま

す。その上、失業問題も大きな問題の一つで

す。

その中で、低所得者や母子家庭の方には、

市営住宅は必要不可欠の存在であります。そ

の市営住宅が年々老朽化のため、修繕の予算

の確保も難しく、放置され、使用できる部屋

数も少なくなっていると聞いています。

私もよく市民の方から、申し込みをしたけ

れども、いつ入れるかわからない。どうした

ら入居できるだろうかと聞かれます。

そこで、質問いたします。現在、市営住宅

の入居希望者が数カ月以上も待たされるとい

うことを聞いていますが、現状がどのように

なっているのか、また、市はこのような状態

を緩和するためにどのような政策を考えてい

るのか、お伺いいたします。

続いて２点目、環境問題です。

ここに、三沢市環境基本計画のパンフレッ

トがあります。この中には、ごみの集積場所

問題、ごみの不法投棄問題、ごみの減量化の

ための３Ｒ推進など、そのほかの環境問題に

対してのこれからのいろいろな取り組み方な

どを、市、市民、事業者の立場からでの対応

が書かれています。執行部の皆さんが苦慮し

て作成されたものだと思います。市民の方々

も後でじっくり見てください。

しかし、これが現実に実行されなければ、

何の意味もないパンフレットを作成したこと

になります。私は、パンフレットの中にあり

ます「自然と調和し未来を拓く快適環境」の

まちづくりを希望して質問いたします。

三沢市は、環境基本計画を新たに、２０年

度から２９年度までの１０年間とし、策定し

ていますが、この中には、ごみの対策、取り

組みがいろいろ取り上げられています。

ごみ問題は、市民、各町内会の関心度の高

い悩みだと思います。今後、家庭ごみの有料

化の時期や、既に有料化になっている事業系

ごみの周知徹底の取り組みを確実に実行でき

るということが、この基本計画の成功のポイ

ントの一つと考えます。市はどのような考え

でいるのか、お伺いいたします。

最後に、３点目ですが、余剰金問題。

市民の皆様は、余剰金という言葉は余り聞

きなれないと思いますが、例えば例に挙げま

すと、本年度の入札などで残った残額のお金

のことです。

そこで、質問します。執行部の皆さんが、

財政事情が厳しい中、検討を重ね予算配分し

たその当初予算の中から余剰金ができるとい

うことは、どんな形でさえ喜ばしいことだと

思います。また、次年度予算の策定の上でも

役に立つものと思います。

そこで、本年度予算の中で、完了している

入札などから余剰金が出ていると思うが、お

よそどのくらいあるのか、また、使い道はど

うなっているのか。ただ繰り越すだけではな

く、できれば緊急福祉支援資金、農・漁業者

の重油補助など、いろいろな形で使用できな

いのか、お伺いいたします。

以上３点、よろしくお願いします。

ただいまの４番加澤○議長（馬場騎一君）

明議員の質問に対する執行部の答弁を求めま

す。

市長。

おはようございま○市長（種市一正君）
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す。

ただいまの加澤議員さんの御質問のうち、

入札残等の余剰金については私から、その他

については副市長等から答弁させますので、

御了承願いたいと思います。

本年度予算におきまして、工事請負費や業

務委託料などの入札によりまして生じた残額

の大きいものといたしましては、１２月１日

現在では、補助事業では、三沢川改修工事実

施設計業務委託料１,１００万４,０００円、

天ヶ森・砂森地区移転先公共施設整備事業に

かかわる工事請負費４９３万５,０００円、

単独事業では、ごみ収集運搬業務委託料５,

８７４万円、五川目地区公共施設移転先地区

事業にかかわる工事請負費６２１万６,００

０円などがあるわけでありますが、これらを

含めた、いわゆる入札残額の合計はおおむ

ね、補助事業では４,０４２万８,０００円、

単独事業では８,３２５万４,０００円となっ

ております。

この、いわゆる入札残額の取り扱いにつき

ましては、補助事業は、今後、精算されるこ

とになりますけれども、単独事業について

は、事業が完了している場合は、事業費が確

定し、残額は補正予算で減額されることにな

りまして、その減額した財源は、通常、災害

復旧費や、あるいは修繕料などの緊急性の高

い事業、それから三沢市総合振興計画に基づ

いた、いわゆる優先度の高い事務事業などの

財源として、議会の御承認を得まして、新た

な予算として活用することになっておるわけ

であります。

これまで、９月補正予算においてはおおむ

ね、単独事業の２,７２３万円、１２月補正

予算では２,４３６万円が入札残として減額

されておりまして、住民対策として、道路維

持費や、あるいは介護保険特別会計繰出金及

び後期高齢者医療特別会計繰出金等の財源に

活用いたしております。

また、事業完了が年度末近くになる事業等

の入札残高は、歳計剰余金として翌年度への

繰越金や基金積立金の財源となるところであ

ります。

私からは、以上であります。よろしくお願

いします。

副市長。○議長（馬場騎一君）

環境問題のうち、○副市長（大塚和則君）

ごみ問題についてお答えをいたします。

はじめに、家庭系ごみについてお答えをい

たします。

家庭系ごみの有料化につきましては、有料

化を実施することにより、ごみの排出者責任

がより明確になるほか、市民のごみ問題に対

する意識が一層高められ、最終的にはごみの

総体的な抑制につながることから、三沢市廃

棄物減量等推進審議会から有料化の答申をい

ただいたところであります。市といたしまし

ては、いずれは導入しなければならない問題

であるというふうに考えております。

しかしながら、昨今の経済情勢が極めて不

安定な状況にあり、諸物価の高騰により市民

生活が圧迫されている中で、より慎重に検討

しなければならない問題であるというふうに

考えております。現時点では、明確な有料化

の導入時期についてはお知らせできる段階に

はございません。

次に、事業系ごみについてお答えをいたし

ます。

事業系ごみの適正な出し方といたしまして

は、事業者が直接清掃センターに搬入する方

法と、事業者が一般廃棄物収集運搬業者に依

頼する方法があり、いずれも有料で処理する

こととなっており、家庭系ごみが出されるご

み集積場所には事業系ごみは出せないことと

なっております。

御質問の事業系ごみの適正な出し方の周知

徹底につきましては、定期的に個別に事業者

を訪問し、ごみの処理方法、ごみの有料化の

趣旨等を記載したチラシを配付し、適正な出

し方を求めているところでございます。

また、事業者が密集している地域について

は、町内会長の協力を得ながら、ごみ集積場

所を事業者が利用することのないよう移動も

しくは撤去し、さらに、ごみ収集委託業者や
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町内会からの通報により、事業者がごみ集積

場所を使用していると思われる場合は、ごみ

集積場所周辺の事業者を訪問し、ごみの適正

な出し方を指導しているところでございま

す。

今後におきましても、事業系ごみの適正な

出し方については、ごみ有料化の趣旨、方法

等もあわせて、根気よく、粘り強く説明を重

ねてまいりたいと考えております。

以上でございます。

建設部長。○議長（馬場騎一君）

市営住宅問題に○建設部長（吉田幸男君）

ついてお答えいたします。

市営住宅の入居申し込みにつきましては、

毎年度４月から受け付けを行っており、平成

１６年度に完成いたしました県営、市営、桜

町団地につきましては、空き住戸ができたと

きに随時、広報みさわ及びマックテレビで入

居者募集のお知らせを行っているところであ

ります。

入居の申し込み者数でありますが、平成１

８年度は４７世帯、平成１９年度は３５世

帯、今年度は１１月末現在で３０世帯となっ

ております。そのうち入居者数は、平成１８

年度は１３世帯、平成１９年度は６世帯であ

りました。今年度は１１月末現在で１２世帯

が入居しており、申し込みから入居までの期

間は約４カ月から９カ月となっております。

また、入居ができなかった方は、平成１８

年度は３４世帯、平成１９年度は２４世帯

で、今年度は６世帯の方が辞退いたしまし

て、１２世帯の方が現在待っておられる状況

でございます。そのうちの６世帯の方には、

一度入居案内をいたしましたが、条件が合わ

ず保留となっております。

待機者数の推移といたしましては、平成１

８年度からは減少傾向となっておりますが、

今後の見通しとしては、景気動向によっては

増加することもあるのではないかと考えてお

ります。

当市といたしましては、待機者対策とし

て、まず、空き住戸の修繕を行い、現在の市

営住宅に１世帯でも多く入居できるよう進め

てまいりたいと考えております。

空き住戸への入居状況でございますが、昭

和５８年度から平成６年度にかけて建設いた

しました第１、第２、第３松園団地、堀口団

地及びさつきが丘団地につきましては、今年

度に空き住戸の修繕を行い、入居を進めてお

り、平成２１年度も比較的費用のかからない

空き住戸の修繕を行って、待機者の入居を進

めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

４番。○議長（馬場騎一君）

お答えありがとうご○４番（加澤 明君）

ざいます。

まず一つ、環境問題で質問した点でござい

ますが、今、家庭のごみの有料化の時期が明

確にできないということであれば、私は、行

政として、例えば来年度はやらない、再来年

度まではやらない、そういう、やらないとい

うことも知らせるべきことが行政の義務では

ないかと思います。ですから、やれないので

あれば、明確にできないのであれば、やはり

何年度まではこうする、その次は、また再度

検討してお答えすると、そういうことも明確

にするべきではないかと思います。その辺、

行政のほうのお考えを伺います。

それと、なかなか事業系ごみの周知徹底と

いうのは、非常に難しい問題の一つだと思い

ます。現在、三沢市の事業系、約２,０００

件以上あると思うのですが、そのうち登録業

者、また、直接市に搬入している業者の数は

いかほどになっているのか、お伺いいたしま

す。

それと、市営住宅の問題でありますが、現

在、４カ月から９カ月ほど待たされるという

ことなのですが、やはり待たされると、なか

なか待っていられない、そういうせっぱ詰

まった入居者の方が数多いと思うのです。こ

れからも、そういう方がふえるのではないか

と思います。

昨日、野坂議員も質問いたしましたが、空

き家問題も三沢市の抱える問題の一つです。
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新しい住宅を建てるとか、修繕というのは多

大な時間と予算が必要になりますので。そこ

で、一時的な措置として、市営住宅に入居で

きるまで、民間の借家を市が借り入れ、使用

するということができれば、空き家問題や市

営住宅の不足問題をできるだけ早く解決し、

一時的に処理できる方法ではないかと思うの

ですが、その辺、行政のほうのお考えをお聞

かせください。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

副市長。

有料化の時期につ○副市長（大塚和則君）

いて明確にすべきではないか、いつやるとい

うことについての再質問でございますが、先

ほどお答えしたように、有料化については答

申をいただいております。それについて、い

つやるかについては、今後さらに検討するこ

とになりますが、いずれにいたしましても、

実施する段階には、相当の周知期間を設けな

ければならないというふうに考えております

ので、その時期になりましたら、市民の皆さ

んに御理解いただくということで、事前にお

話を申し上げることになろうと思います。

それから、事業系ごみの業者の関係でござ

いますが、事業者については、私どものほう

で、三沢市で事業者はどのぐらいいるのかと

いうことを調べさせていただいたのですが、

２,０００件弱でございます。具体的に申し

ますと、１,７００件弱が、私どものほうで

事業系と言われている会社だというふうに認

識をしております。

その中で、どれぐらいの事業者が搬入して

いるのかということでございますが、２０年

１２月１日現在においては、事業系の方が収

集事業者に委託している件数が４９２件でご

ざいます。それから、事業者が直接ごみ処理

場に搬入する件数が４８６件でございます。

トータルしますと１,０００件弱、９７８件

でございます。

以上でございます。

建設部長。○議長（馬場騎一君）

民間の賃貸住宅○建設部長（吉田幸男君）

の活用についてでございますが、公営住宅法

の整備基準に適合した住宅で、国の家賃補助

を受けられるものでなければ市営住宅として

管理することができません。

国の補助を受けるためには、青森県の整備

計画に位置づける必要がありますが、既に、

平成２２年度までに青森県の整備計画が定

まっていることから、平成２３年度以降の新

整備計画への補助要望が必要となり、期間を

要すること、また、借り上げ期間は長期間で

なければ補助対象とならないことなどの理由

から、現在のところ、民間の賃貸住宅の活用

は考えておりません。

以上でございます。

４番。○議長（馬場騎一君）

最後に、再々質問を○４番（加澤 明君）

一つだけさせていただきます。

先ほど副市長が、事業系の業者は約１,７

００件ぐらいと言いましたが、私の調べた資

料によりますと、１８年度現在で２,１６２

件、これは公共施設、国の出先が九十何件

入っていますが、それを引いても２,０００

件ちょっとあることになります。そうする

と、１８年度から現在、２０年度の間までに

３００件以上の事業者がなくなったという形

になります。これは、どうしてその違いが出

ているのか私はわかりませんが、私の調べた

資料の中にはそういう数字が出ていました。

それで、どちらの数字が正しいか云々は別

にして、まだかなりの数の業者の方が、直接

持ってきていない、また、業者に委託してい

ない。それは、非常に何といいますか、正し

く行っている方に対しては不公平な、差別、

格差という形、言葉は悪いのかもしません

が、そのぐらい違うものと思います。まじめ

にやっている方が損をする、そういう不公平

な行政では私はいけないと思います。

そこで、そのために、やっぱり新しい取り

組みをしていかなければ、２年たっても３年

たっても同じことなのです。広報でお知らせ

をしたりとか、チラシを配付したりする。そ

れでもしきちんとなっているのであれば、完
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璧にもっといい数字が出ていなければいけな

いのです。ところが現況は、恐らく家庭系の

ステーションの中にまじって投げている方

が、届け出ない数の中にたくさんいると思い

ます。

そうなると、一番困るのは市民、町内の方

がそのごみの管理をしなければいけないとい

うことになります。それが、逆に言うと、ご

みの不法投棄問題、カラスの問題、そういう

ことにつながっていきます。ですから、やは

りそういうところをきちんとやらなければ、

せっかく三沢市でいいパンフレットをつくっ

たわけですよ、環境基本計画と。

これは、私、本当にすばらしいものだと思

います。ごみだけではないです。ほかの河川

とか、いろいろな環境の問題をつづっており

ます。でも、つづっているだけであれば、本

当に、先ほども質問したけれども、何も意味

をなさないのです。逆に言うと、どうしても

避けて通れないのが、ごみ問題ということで

す。

ですから、やはりそこのところを、市のほ

うでどう考え、どう対応していくのか、もう

少し明確にお答えいただきたいと思います。

副市長。○議長（馬場騎一君）

事業者の数につい○副市長（大塚和則君）

ては、私どものほうでは、水道の使用者台帳

から引っ張り出して、それを地図に落とし込

んで算定をしております。

それから、そのほかに、飲食店の方がい

らっしゃいますので、それも全部数を調べ

て、そして、さまざまな事業系の方にお知ら

せをするという意味で、パンフレットを各飲

食店に配付して、その数を調べて、配付した

数を調べて総数を出したものでございます。

ただ、合わない部分については、またこち

らのほうでも精査をしたいというふうに考え

ております。

それから、事業系ごみは、これは事業者の

責任でございます。これは法律にうたってお

りますが、みずからごみを処理場に持ってい

く、あるいは業者に委託をする、どちらかの

方法で処理をするというのは、これは事業者

の務めでございます。その務めというものを

しっかり守っていただく、そういう理解を求

めていく、そういうことは行政として当然や

るべきことだというふうに考えておりますの

で、そのようにしたいと思います。

ただ、一般廃棄物と同じように、家庭から

出るごみ、廃棄物にまざって事業系も出して

いるということについては、それは、そのよ

うなことがあってはならないわけですから、

それは各町内会さんにいろいろとお願いをし

て、そういうことがもしあったら、これはこ

ちらのほうにお願いするとか、そうなった場

合には、私のほうは、そういうことを受けな

がら、そういうことのないように、これから

も徹底してまいりたいというふうに考えてお

ります。

以上でございます。

以上で、４番加澤明○議長（馬場騎一君）

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１５番小比類巻雅彦議員の登壇を願いま

す。

市民クラブの○１５番（小比類巻雅彦君）

小比類巻雅彦です。通告に基づきまして、順

次質問いたしますので、執行部の前向きな回

答をお願いいたします。

まずはじめに、農水産業問題について質問

いたします。

本市の基幹産業は第１次産業であり、肥沃

な土壌と資源豊富な太平洋から多くの恵みを

受けていることは、皆さんも御承知のことと

思います。

農業においては、ゴボウやナガイモなどに

代表されるように、全国有数の野菜の産地で

あります。これは、やませ地帯であるこの地

の冷涼な気候を逆手にとり、野菜や畜産など

の複合経営を普及させ、あわせて機械導入や

出荷加工施設などの施設整備を、歴代の市長

をはじめ多くの先人が先見の明を持ち、取り

組んできた成果であります。

また同様に、漁業においても、昼イカは、



― 63 ―

赤とんぼの名で築地市場ではトップブランド

となっており、砂地に漁業施設を構築し、昼

イカ釣りの導入など、当市漁業の近代化を

図ったからこそ今日の本市の漁業の発展があ

るわけであります。

すなわち、これまで一貫して農水産業の振

興を重要施策と位置づけ、農・漁業者の経営

安定のために邁進してきたたまものであると

考えるところであります。

このような中、全農会長など農業関係団体

の要職を経験された、いわば農業施策のトッ

ププロである種市市長が市長に就任したこと

は、当市の農業者のみならず漁業者において

も、さらなる１次産業の発展に大きな期待を

寄せるところであります。

市長就任後には、公約である１次産業の振

興に力を入れていきたいと述べたとおり、速

やかにおいらせ農協の長ゴボウ貯蔵施設や、

三沢市漁協の製氷施設の増強など施設整備に

手がけられ、地元農産物の市場における競争

力を高め、取り組みを推し進めたことは、こ

れまで以上に農・漁業者の経営の安定が図ら

れるものと期待が高まっているところです。

しかし、農・漁業者の所得向上をさらに推

し進めるためには、これまでの生産体制の整

備増強に加えて、農水産物の販路拡大と消費

拡大についての強力な取り組みが必要である

と思われます。

県においては、三村知事が先頭に立って、

派手なはっぴを着て、トップセールスマンと

して、県内はもちろん全国の市場や販売店に

出かけ、時間を惜しむことも忘れ、努力して

いる姿が報道されています。

このように、農産物を売り込むことは非常

に厳しく大変であることから、私の所属する

産業建設常任委員会では、先月、大分県臼杵

市の農業振興について視察してきたところで

す。

その振興対策の事業の一つとして、有機農

業総合支援対策の中に、大人への食育、ま

た、子供たちの心を肥やす食育の推進を行う

とともに、有機農産物を給食畑の野菜として

ブランド化を図りながら、地産地消ブランド

として定着させ、市民に対する理解と関心を

増進させ、販路拡大のためのマーケティング

の活動や農産物のＰＲ、流通販売のフェアの

開催、消費者との交流イベントを開催してい

るとのことでした。この結果、販路拡大、消

費拡大に成功しつつあると説明を受けたとこ

ろです。

このことから、地元農水産物等の消費拡

大、販路拡大については、地産地消が最も重

要と思われ、市民をはじめ地元の方々へのＰ

Ｒが、ひいては全国への情報発信となり、さ

らなる消費拡大、販路拡大につながるものと

考えられます。

そこで、質問いたします。現在、市民文化

祭は実施しておりますが、農・漁業振興の一

助として、地元農水産物の消費拡大、販路拡

大につながる地域密着型のＰＲイベントとし

て、以前に行っていた産業と文化まつりのよ

うな催し物を実施する考えがないか、伺うも

のであります。

次に、２点目の福祉問題について伺いま

す。

我が国における急速な少子化の進行等を踏

まえ、次代の社会を担う子供たちが健やかに

生まれ、かつ育成される環境の整備を図るた

め、次世代育成支援対策推進法が平成１５年

に制定されてから５年が経過しました。

同法律には、保護者が子育てについての第

一義的な責任を有することという基本認識の

もとに、子育ての意義についての理解が深め

られ、子育てに伴う喜びが実感されるよう配

慮するとの基本理念がうたわれております。

少子化対策、子育て支援の重要性について

は論をまたないところでありますが、我が三

沢市においてもさまざまな施策が講じられて

おります。

調べたところでは、制度発足とともにファ

ミリーサポートセンターを立ち上げ、育児と

就業の両立を図ったこと。家庭相談員と母子

自立支援員、保健師によるきめ細やかな指導

や支援が市民の好評を得ていること。ひとり
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親家庭等医療費助成事業を実施し、ひとり親

家庭の医療費の負担を軽減していること。市

内８カ所に児童館や児童センターを配置し、

児童の放課後に対し対応していること。ま

た、昨年度は、福祉灯油において子育て支援

の事業を実施するなど──これは今年度は行

わないそうですけれども──数えれば切りが

なく、当市の子育て支援の取り組みについて

は深く感謝するところであります。

しかし、このような事業を進めている中、

身近な七戸町で、女児死体遺棄事件が発生し

て、いたたまれない思いを抱いたところであ

ります。全国では、子育てにかかわる事件が

多発していますが、同じ地区内でこのような

重大な事件が起こるものとは夢にも思ってい

ませんでした。生きるために力を与えなけれ

ばならない親なのに、寂しい思いでありま

す。

県では、この事件の対応策として、児童の

安全確認や虐待１次予防の情報収集や協力体

制を構築することなど、再確認するようにと

各市町村に通達したとのことですが、しか

し、今までどおりの基本的なものであり、具

体的な対応策もなく、もっともっと踏み込ん

だ対策をしてもらわないと、このような事件

が県内において再発の可能性が非常に高く、

防止には至らないような気がするのは私だけ

でしょうか。

いずれにしましても、このような事件が当

市においては絶対あってはならないことであ

り、未然に防ぐような体制づくりなど、他自

治体に先駆けて、子育てに悩む親を支える早

期な対策が必要であります。

想像を超える動機や子育てに対する認識の

甘さ、孤立して子育てに悩んでいることな

ど、さまざまな要因があると思いますが、こ

のような事件を起こさないように、市全体で

真剣に取り組まなければならないと思いま

す。

このようなことから、三沢市振興計画に子

育て広場の設置が事業項目として掲げられて

います、子育てと親子の交流の場と位置づけ

られて。私は、この子育て広場の設置を子育

てサロンとして早期に実施する考えがない

か、質問するものであります。なぜならば、

さきに述べました次世代育成支援対策推進法

の基本理念の実現の一翼を担い、悲惨な事件

の防止対策の一助になると思うからでありま

す。

ここで、子育て広場でなく子育てサロンと

言いかえたのは意味がありまして、子育て広

場は、国の補助メニューの名称で基準のハー

ドルが高いため、早期に開設とはいかないこ

とを危惧するからであります。

本市は、全国からの出身者の方々も多く、

子育てに悩みや喜びを交換し合える機会や場

所がありません。しかし、子育てサロンがで

きることにより、就業と育児の両支援や、児

童福祉法が規定する保育ニーズにこだわるこ

となく、専業主婦などすべての子育て家庭に

も支援することができ、親子が気軽に立ち寄

り、くつろげ、そして、必要があれば専門家

にすぐ相談に行ける、また、来てもらえるよ

うな、そのような機能を持った子育てサロン

の早期開設が必要と思うが、答弁願うもので

あります。

次に、市の定住化振興策について伺いま

す。

まずはじめに、堀口地区の開発についてで

ありますが、御承知のとおり、少子化のあお

りを受けて、将来人口は減少の一途をたどっ

ております。特に、地方においてはその傾向

が一段と顕著となっておりますが、当市の場

合には自衛隊員、また、その家族などを含

め、転入者の割合が他市と比べ比較的多いと

思われる中で、従来から依然として人口増加

が伸び悩んでいる現状であります。

それというのも、住宅を建てるにしても、

隣接するおいらせ町や六戸町などに土地を求

める者が多く、市の人口は横ばいでもお隣は

増加している傾向を見ても歴然としておりま

す。

また、航空機騒音による住宅移転にも見ら

れるように、市内には、住みやすい住環境と
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して利用できる土地が減少してきています。

しかし、学校に近く、スーパーなど買い物

にも便利で、アクセスがよく、市街地にほど

近い、通称焼山と呼ばれる堀口地区は、広大

な面積の土地がいまだ開発されないままと

なっております。

２０年ほど前に堀口中学校が建設、開校さ

れて以来、その魅力ある土地を残したまま、

さらに郊外へと宅地化が進んでいる状況でも

あり、市街地の一等地が市の明確な利用方法

も示されていないのはまことに残念と思うと

ころであります。

この地区は、農業振興法により農地以外の

利用は制限され、困難であるとの見解なども

出されておりますが、市が利用計画を立てる

ことにより開発できる方法もあると伺ってお

ります。

市民が住宅を建てたり、事業所を設けるこ

とにより、固定資産税や法人事業税などの税

収向上にもつながることから、当市の定住化

振興対策の将来の柱して、この堀口地区の宅

地化を進めるべきと思うが、市長の考えを伺

いたいと思います。

次に、定住化振興策についての２点目、南

ニュータウンについて伺います。

五川目地区集団移転先地の北側に計画して

いる南ニュータウンは、現在、粗造成が完成

し、今後は道路等の環境整備が行われるもの

と思いますが、宅地の分譲については、市が

行うものではなく、宅地開発や分譲販売にノ

ウハウを持つ市内の民間業者に委託するなど

の方法等も考えられますが、今後の分譲開始

に向けた市の取り組みについて伺います。

また、他市では、購入希望者を紹介してく

れた方に５万円程度の報奨金を支払って、売

れ残りを防止するとか、契約の段階で、３年

以内に家を建てるなどの条件をつけていると

ころもあると聞くが、分譲の時期や販売方法

などについて、当市の考えがあれば伺いたい

と思います。

また、現在想定している販売予定価格につ

いて伺うものですが、今日の個人所得や経済

状況を考えれば、若年層が家を建てる場合を

想定して、その宅地の価格は、１区画５００

万円ぐらいが望ましいのではないかと思いま

す。そうすることによって、市内外の希望者

の方々が買いやすく、そして、住宅を建てや

すくなり、好条件のもとで、三沢市に希望を

持ち、住んでもらえればと思うからでありま

す。

そこで、伺いますが、販売予定価格は幾ら

になるのでしょうか。また、１区画の面積を

減らすなどして価格を抑えるなど、そのよう

な区画を考えているかどうか、あわせて伺い

ます。

以上で、私の質問を終わります。

ただいまの１５番小○議長（馬場騎一君）

比類巻雅彦議員の質問に対する執行部の答弁

を求めます。

市長。

ただいまの小比類巻○市長（種市一正君）

議員さんの御質問のうち、第１次産業の振興

については私から、その他については副市長

等から答弁させますので、御了承願います。

第１次産業の振興は、農・漁業者の所得向

上を図ることでありまして、よりよいものを

つくり、より多くの消費者に買っていただく

こと、すなわち生産と販売が、まさに車の両

輪のように一体となりまして機能することが

重要であるわけであります。

御承知のとおり、現在、三沢市は、お話に

もありましたように、ゴボウ、ナガイモ、ニ

ンニク等野菜、あるいはイカ、ホッキなど魚

介類などで代表されるように、県内でも大

変、あるいは全国に誇れる農水産物の産地で

あるわけであります。

このことは、生産面においては、これまで

生産者をはじめ、農協・漁協など関係団体の

御努力あるいは御協力のもと、生産技術向上

と、あるいは生産体制の整備等を進めてきた

成果でありまして、市といたしましても、生

産者の期待にこたえるべく、一貫して市の重

要施策として、農・漁業の振興に努めてきた

結果であると思います。
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また、販売面では、県は、まさにお話があ

りましたように、攻めの農林水産業の取り組

みとして、販路拡大を大きく掲げておりまし

て、私自身も首都圏のスーパー等で店頭に立

ちまして、地元農産物のＰＲ活動を行ってま

いったわけであります。

さらに、地元農協・漁協においても、全国

の市場や、あるいは物産展に積極的に参加さ

れまして、地元農水産物の販路拡大、消費拡

大を図っているところであります。

さて、御質問の地元農水産物のＰＲあるい

は販売をするような地域密着型のイベントを

実施すべきではないかとのことであります

が、近年、国は地産地消を強く推し進めてい

るわけでありまして、全国各地において、地

域の食文化といいますか、地域の農水産物を

学ぶことや、あるいは直接生産現場を見て体

験するなどの取り組みが行われておりまし

て、販路拡大、消費拡大など、販売面では多

くの成果が見受けられております。

同様に、当市においても、市内各所に産直

施設や、ほっきまつりなど各種イベントを通

しまして、地元農水産物のＰＲあるいは販売

を行い、盛況を博しているわけであります

が、このことから、まさに地産地消をテーマ

としたイベントの実施は、販売促進の有効手

段の一つでありまして、販路拡大、消費拡大

の相乗効果が見込まれるものと考えておりま

す。

さらに、最近では、食の安全・安心に関心

が集まっておりますことから、イベントを通

じた地元の農水産物の安全・安心をＰＲする

ことも重要であると、このように考えておる

わけであります。

このようなことから、イベントの開催につ

きましては、第１次産業の振興はもとより、

関連産業等への波及効果も十分期待されると

ともに、ひいては地域経済の活性化にもつな

がるものと考えられますことから、関係団体

と協議をしながら実施の方向で検討してまい

りたいと考えてございます。また、地産地消

を恒常的に、そういうことができるような仕

組みも考えてまいりたいと思っております。

副市長。○議長（馬場騎一君）

議員さん御質問の○副市長（大塚和則君）

定住化振興策のうち、堀口地区の開発につい

てお答えをいたします。

現在、当市においては、人口が横ばいに推

移しているものの、今後においては、少子化

などの影響により徐々に減少していくものと

考えております。

こうした中にあって、今後とも活力ある自

治体経営を図っていくためには、地域の経済

力向上と定住化の推進が重要課題であると認

識をしております。

中でも、定住化の推進については、現在、

南ニュータウンの宅地開発を進め、定住にふ

さわしい宅地環境の整備を図っているところ

でございます。

当市は、県内にあっては比較的雪の量が少

なく、温泉にも恵まれ、さらには、空港を有

するなど、交通面での利便性が高いことに加

えて、生活面においても、行政としておいし

い水道水を安価で提供するとともに、下水道

などの生活基盤の整備を進めることで、定住

化の促進につなげてまいりたいと考えており

ます。

御質問の堀口地区──通称焼山地区でござ

いますが──の宅地開発についてでございま

すが、当該地区は、従来より開発すべき候補

地としてさまざまな御意見があり、当市とし

ても市街地化することが最も望ましい地区と

して認識しているところでございます。

しかしながら、当該地区は、優良な農地と

して、農地法及び農業振興地域の整備に関す

る法律により、宅地化することに制限がある

地区でございます。市では、現在のところ、

直ちに具体的な整備計画を描けないという状

況にございます。

議員さん御指摘のとおり、当市の市街地

は、米軍や航空自衛隊の航空機による騒音の

影響により、優良な住環境の区域が限られて

おります。市といたしましては、国防や優良

農地を確保するという国の政策について十分
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認識をいたしているものの、良質な住宅地を

確保することも地方自治体として重要な課題

であるというふうに考えております。

今後とも、農林水産省、防衛省、青森県な

どの関係機関に対し、こうした当市の特殊事

情を強く訴え、打開策を探ってまいりたい

と、このように考えております。

次に、南ニュータウンについてお答えをい

たします。

南ニュータウンは、五川目地区集団移転地

の北側約７.３ヘクタールを宅地分譲するも

ので、宅地整備及び分譲販売のノウハウを持

つ市内の民間業者を活用すべく、ことしの１

０月から公売を実施いたしました。しかしな

がら、入札に参加する民間業者がなかったた

め、三沢市土地開発公社で行うこととしたも

のであります。

現在は、第１次造成工事を完了し、これか

ら道路、上下水道、調整池などの環境整備を

進めていくところでございます。

分譲開始の時期でございますが、土工事の

再計算や実施設計の工区分けなどを現在行っ

ておりまして、来年４月には、道路、下水

道、調整池などの環境整備を発注し、秋口に

は一部分譲開始できるよう計画を進めてまい

りたいというふうに考えております。

次に、販売の方法につきましては、三沢市

土地開発公社による公売、不動産業者を活用

しての委託販売や、５年以内は転売禁止など

の条件についても、現在、検討していく必要

があるものと考えております。

次に、販売予定価格につきましては、これ

までに要した経費と、これから想定される経

費で試算した結果、坪当たり６万円前後と考

えております。この価格につきましては、今

現在での銀行からの借入金利、公示価格等で

試算しておりますので、実際の販売価格は多

少上下する可能性があると考えております。

また、１区画の面積につきましては、ゆと

りのある快適な生活を送れるようにとの考え

から、現地の状況を確認しながら、区画割り

を行ったところ、平均で約１１０坪の区画と

なっておりますが、９０坪程度の区画も用意

する予定であります。

いずれにいたしましても、優良で安価な宅

地を供給し、市民の皆様に喜んでいただける

ように努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

健康福祉部長。○議長（馬場騎一君）

福祉問題○健康福祉部長（米田光一郎君）

の子育てサロンの開設についてお答え申し上

げます。

近年、少子化や核家族化により、子供や子

育てをめぐる環境が大きく変化しており、家

庭や地域における子育て機能の低下、子育て

中の親子の孤独感や不安感の増大といった問

題が指摘されております。

当市では、子育て全般に関する専門的な支

援を行う地域子育て支援センター事業、育児

と就業の両立を支援するファミリーサポート

センター事業等を実施しておりますが、さら

に、地域において子育て親子の交流等を促進

する拠点ということで、総合振興計画の中

に、新たに子育て広場の開設を掲げたところ

でございます。

御質問の子育て中の親子が気軽に立ち寄れ

る場所としては、現在、保健相談センターや

中央社会福祉センター等の公共施設が利用さ

れております。事前に数組の親子が申し込み

を行って予約し、場所を借りるという形態で

利用しております。

しかし、専用の施設ではないため、さらに

利用しやすいような、子育て中の親子が交流

できる場所があれば、子育ての不安感を緩和

し、子供の健やかな育ちが促進されるものと

考えております。

以上のことから、子育てサロンにつきまし

ては、２１年度中に開設することといたし、

設置場所、管理方法、運営形態等について具

体的な検討に入りたいと考えております。

以上でございます。

１５番。○議長（馬場騎一君）

では、再質問○１５番（小比類巻雅彦君）

させていただきます。
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第１点目の農水産業問題についてですが、

前向きな回答で本当に感謝しております。

しかしながら、前にやっておりました産業

と文化まつりなのですけれども、私は非常に

時期が悪かったのではないのかと。と申しま

すのは、そういうしゅんのものがない、多分

１１月ころやっていましたから。

本来であれば、三沢のしゅんというのは１

２月、ナガイモが生産、また、ホッキがとれ

る時期、そういうときが、生産者の方がき

ちっと並べて、そして消費者の方に見える形

で、きちっとそういう売り方をすると。それ

が一番の地産地消と言われるものだと私はそ

のように理解しております。

ですから、そういう時期とか、また、前回

にみたいに、ただ物を並べて、お客さんが来

て、さあ見てください。ただそれだけのもの

ではなくて、やっぱり生産者の方が思いを込

めて、私たちはこういうふうに一生懸命に物

をつくったのだよと、また、水揚げしたのだ

よと、そういう形できちっと生産者が見える

ような、そういう形のイベントをやっていか

ないと絶対成功には至らないものと思いま

す。

ですから、そういう時期とか、先ほど言い

ました地産地消に関するそういうのが、き

ちっと本当にやってもらえるのか、その辺に

ついてもう一度答弁願いたいと思います。

次に、堀口地区の開発についてですが、先

ほど、やるのかやらないのかはっきりしな

い、あいまいな答えになって、私もどう受け

とめていいのか、さっぱりわからない。

優良な農地だというのはわかります。で

も、三沢市にとっては、すばらしい魅力ある

土地なのですよね。優良な農地ということで

あれば、淋代の休田の、そばに今使われてい

ない農地があるわけですよね。ですから、そ

ちらで頑張って、そんなに距離も遠くない

し、そちらのほうで農家の人が農業という

か、そういう田んぼとか畑とかやってもらえ

ば、それはそれで私は対応できると思いま

す。

ですから、もう少し、あいまいな答えでは

なくて、きちっとした、これからの三沢の将

来を担う土地でありますから、もう一度その

辺について答弁願いたいと思います。

あと、南ニュータウンでありますが、私が

一番心配するのは、これだけの事業をやるの

に、まだはっきりした、三沢市土地開発公社

でやるのか、それとも民間の業者がやるの

か。

前回、奥本議員の一般質問の答弁の中で、

民間業者にやるように、最適な方法で進めて

いきたいという話をしているのですよね。そ

してまた、３カ月後にはまた話が変わってい

く。それだと、どういう進め方をしているの

かなと、こちらも不安に思います。

かなりの面積です。今は、そういう事業で

土地を売る中で、民間の会社は非常に苦慮し

ています。土地が売れない。それだけの大事

業を抱えて、まだ方向性が見出せていないと

いうのは、私は納得しかねます。その辺につ

いてもう一度答弁願いたいと思います。

あともう一つ、要するに１１０坪で約６万

円前後といえば、約７００万円近い、それに

住宅を建てるといったら２,０００万円以上

を超えますよね。そうすると、今の若い人た

ちは、土地をあそこに買って建てられるよう

な状況には私は至らないと思います。その辺

についても、もう一度、考えがあればお聞か

せ願いたいと思います。

最後に、福祉問題の子育てサロン。

私も一般質問の中で、いろいろサロンが必

要だということは申し述べました。その中に

おいて、本来であれば、国のメニューの中で

きちっと子育て広場としてやるのが、本来の

基本的なことかなと思っております。ですか

ら、子育てサロンは、一時的にこういう事件

が多発しているから、早期に、ハードルが高

くなく、だれでも来やすい状況をつくってあ

げるわけですけれども、本来であれば、国の

メニューできちっと、子育て広場ということ

でやらないと、こういうことに対応できない

と思います。
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ですから、今後、そういう考えがあるか、

その辺をお聞かせ願えればと思います。

またもう一つ、三沢市にあって幼児の虐待

が非常に、三沢でどのぐらいあるのか、あれ

ば、どういう対応をしているのか、その辺に

ついても再度答弁願いたいと思います。

市長。○議長（馬場騎一君）

再質問にお答えをし○市長（種市一正君）

たいと思います。

農業振興というようなことでの内容につい

て、今、御質問が来たわけでありますが、そ

のことも考えながらということで、関係団体

等で協議をしてと、相談をしてと、こういう

答えをしたわけでありますが、したがって、

具体性に欠けるというようなことであろうと

思います。

文化まつり等では、ここ三、四年ですか、

農業関係のイベントは休んでおりますけれど

も、やはりその経過をよく聞きますと、今、

議員が御指摘いただいたように、単に並べて

云々というようなことで、なかなか市民の

方々にアピールができないような状況等もあ

りまして、一たん休んでいるというようなこ

とも一つの原因になっているわけでありま

す。

しかし、多くの市民の方々からは、やはり

この第１次産業部門を一緒にやって、にぎわ

いをしながらやってほしいという、また、一

方の意見もあるわけであります。

そういうようなことも考えますと、どうし

ても一体的な産業まつりにすべきものだろう

と思っておりまして、ただ、やる方法につい

ては、御指摘のように、今までのように、た

だ云々ということでは、なかなかそうもいか

ないと思いますので、その内容等も十分検討

して、まさにそういうＰＲができるような、

あるいはまた、時期的にもどうなのかという

ようなことも考え合わせながら検討してまい

りたいと思います。

いずれにしても、やる方向でといいます

か、前向きの姿勢で臨みたいと思っておりま

す。

以上であります。

副市長。○議長（馬場騎一君）

小比類巻議員の再○副市長（大塚和則君）

質問にお答えいたします。

堀口地区の住宅化について、やるのかやら

ないのかというお話でございます。議員御案

内のとおり、この地区は、いわゆる農振法の

適用を受けまして、具体的に申し上げます

と、２９年までは農振法の拘束、縛りがある

と。ですから、その間は、なかなか農振法の

適用からは除外できないというのは御案内の

とおりでございます。

ただ、これについては、一縷の望みがある

のかどうかという見きわめをしなければなら

ないと思いますので、そういう観点で、先ほ

ど国なり、県なり、それから関係者の防衛省

のほうにいろいろ御相談を申し上げている

と。その方向性が見えるように、今、一生懸

命市のほうでも頑張っているということで、

御理解をいただきたいというふうに思いま

す。

それから、南ニュータウンの開発につい

て、売却、売り方についてまだ具体に決まっ

ていないのかというお話でございますが、基

本的には、民間にこれを全部お願いしようと

思ったのですが、これはなかなかできなかっ

たと。

それで、基本的には三沢市土地開発公社の

ほうで売却するという方向にございますが、

ただ、その売り方としていろいろな方法があ

る、そういうところをいろいろなことで視野

に入れて、これから具体に詰めていくという

ことでございますので、御理解いただきたい

と思います。

それから、坪数につきましてですが、これ

は、先ほど平均１１０坪をめどにしている

と。９０坪区画ぐらいのところも一応考えて

おりますが、いずれにいたしましても、これ

から販売をして、その販売の状況を見なが

ら、随時、そこは臨機応変に対応したいとい

うふうに考えております。

以上でございます。
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健康福祉部長。○議長（馬場騎一君）

子育て広○健康福祉部長（米田光一郎君）

場に関する再質問の２点、補助制度への移行

と、児童虐待の件数とか対応についてお答え

いたします。

現行の補助制度の中で、子育て広場は、地

域子育て支援拠点事業の中に広場型というこ

とで位置づけられております。面積や設備に

関する要件のほか、専任の職員２名以上の配

置など、クリアすべきハードルはかなり高い

と思われます。このことから、早急に制度を

取り入れての実施は、議員さんが懸念される

のと同様に、難しいと我々も考えておりま

す。

そこで、単独事業として、早急に市民ニー

ズに対応するべく、単独事業として行うこと

ですが、やはり補助メニューの活用も将来的

には必要だと考えております。

先ほども申し上げましたが、子育て広場と

いう事業は、今年度は子育て支援センターと

同一の補助制度の中に組み込まれております

が、１８年度までは次世代育成支援交付金の

中の一部という位置づけでありました。

そこで、補助制度のどこに位置づけられて

いるか、これによって採択要件とか補助率と

かが大きく変わっております。現在は、この

補助制度が非常に毎年変わるような状況であ

りまして、加えて、子育てに関する市民ニー

ズも大きく変わっております。

過渡期でありますことから、一つしかない

のであれば、その補助メニューに乗るかどう

か、複数の補助メニューが可能であれば、ど

の補助メニューを選択するか、非常に慎重な

判断が求められる時期であると思っておりま

す。

ですから、時間はかかりますが、補助メ

ニューへ乗るような方向で、検討を随時進め

ていきたいと考えております。

次に、児童虐待の件数でありますが、１９

年度は２件、２０年度は１件、これは児童相

談所のほうに送致した件数であります。相談

だけで終わっている事件は、大体数十件程度

ありますが、正確な数字は現在集計しており

ません。

以上であります。

１５番。○議長（馬場騎一君）

南ニュータウ○１５番（小比類巻雅彦君）

ンについてですが、先ほどの答弁にも、副市

長のほうから、三沢市土地開発公社のほうで

行うということでありますが、この大事業を

三沢市土地開発公社が行うというのも、これ

はかなりの労力を使うのかなと。やる場合

に、お役所仕事で片手間にやるような感じに

なると、必ずこれは、私はこの事業は失敗す

るようなことが……。本当に失敗しなけれ

ば、そのまま思いどおり売れればいいのです

けれども、売れ残った場合とか、そういうこ

とも考えられると思います。

ですから、本当に石橋を渡るような形でき

ちっと、秋口にはもう販売をするのだと、そ

ういう事業が見えているのに、まだ何も市民

の方々に、ここを秋口から売るとか、そうい

うのもまだ宣伝もしていないわけですよね。

ですから、その辺について、三沢市土地開発

公社がやるのはいいです。どういう形でやる

のか、もう少し詳しく答弁願いたいと思いま

す。

副市長。○議長（馬場騎一君）

再々質問にお答え○副市長（大塚和則君）

をいたします。

販売につきましては、三沢市土地開発公社

のほうで販売をしますが、その売り方は、直

接職員が売るということではなくて、販売そ

のものをどこかに委託するというところも考

えておりますので、そういう手法も、これは

やっぱりもち屋はもち屋ということで、専門

家にお願いするのが一番だというふうに考え

ております。ただ、主体はあくまでも三沢市

土地開発公社で販売したいというふうに考え

ております。

それから、売り方としてはさまざま考えら

れます。一気に売る方法、それから、何回か

に分けて売る方法、そういうことも今いろい

ろ検討しています。その前に、売る前に、事
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前に予約するとか、もちろんＰＲしていきま

すし、予約制度をとるとか、その売り方につ

いてもいろいろ御意見をいただきながら、何

とかそういう売り方をして、良質な住宅を提

供していきたいというふうに考えておりま

す。

以上でございます。

以上で、１５番小比○議長（馬場騎一君）

類巻雅彦議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１３番西村盛男議員の登壇を願います。

おはようございま○１３番（西村盛男君）

す。

１３番、市民クラブの西村盛男でございま

す。

早速ではございますが、通告に基づきまし

て、政治姿勢問題、教育問題、移転跡地問題

の３点について一般質問をさせていただきま

す。

まず１件目は、市長の政治姿勢について２

点ほどお伺いいたします。

１点目は、新年度予算の配分についてであ

ります。

昨年６月に種市市長が就任されましてか

ら、はや１年半がたとうとしております。こ

の間、社会情勢は混迷の一途をたどっており

ましたが、三沢市においては、総合振興計画

の策定や市制施行５０周年を迎えるなど、新

たなスタートを切った年でもありました。

特に、三沢市総合振興計画につきまして

は、今後１０年間の三沢市が進むべき方向

性、求めるべき都市像を定めるものであった

がゆえ、その策定段階での御苦労というもの

は、種市市長をはじめ執行部の方々におかれ

ましても大変なものであったことと思いま

す。

この振興計画には、御承知のとおり、健康

で助け合うまちづくり以下、六つの基本方針

が定められており、それぞれの基本方針ごと

に、さらに細分化された目標達成に必要な施

策と主な事業が掲げられております。これら

は、今後の市政運営上重要な一つの指針とな

る項目であると同時に、三沢市全体で協力し

合い、実現に向かって努力、邁進していくべ

きものであると認識しておるところでござい

ます。

今回、２度目の新年度予算編成に臨む種市

市長におかれましては、これらの指針に沿い

ながらも、ぜひともさらなるリーダーシップ

を発揮していただき、熱い思いを持って種市

カラーを打ち出していただきたいと心より御

期待申し上げるところでございます。

そこで、平成２１年度当初予算を編成され

るに当たり、市長が特に力を入れて予算措置

される、そういったものがあればお聞かせ願

いたいと思います。

２点目は、行政経営システムについてであ

ります。

さきに述べました振興計画においては、前

期基本計画の推進体制として、行政経営シス

テムを確立し、さまざまな行政活動を評価・

検証しながら改革・改善を進め、計画の着実

な推進を図るとされております。

今後、この行政経営システムを構築され、

効率的な行政運営が図られることは、当振興

計画を実効性あるものへと導いていくために

必要不可欠なものであると私自身認識してお

ります。

しかしながら、この中で定期的に行われる

評価・改善部分につきましては、現在、多様

化している市民意見、ニーズといったものを

行政側が幅広く的確に吸い上げ、市政へと反

映していくことは、非常に努力と工夫を要す

るものであるかと思われます。

そういった中、他自治体におきましては、

ふるさとに対する思いはあっても、ふだん、

市政やまちづくりといったものをなかなか身

近に肌で感じる機会の少ない若者などを、主

として審議会や協議会等々へ先ほど申しまし

た若者を組み入れ、できるだけ幅広く意見の

集約を図ろうとするプランを実施した自治体

もございます。

これは私個人の考えですが、こういった方

策は、年齢、性別や立場を超えた市民ニーズ
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を幅広く集約するという観点から見ますと、

評価できるものであるなというふうに思って

おります。

そこで、今後、当市といたしましては、多

様化している市民意見を市政へと反映させる

段階におきまして、何らかのお考え、構想を

お持ちなのか、お伺いいたします。

また、先ほど述べましたとおり、表に出に

くく集約の難しい若者などの意見を、今後、

反映させていくお考えがあるのかについて

も、あわせて御答弁いただければと思いま

す。

２点目としまして、特別支援教育支援事業

についてお伺いいたします。

学校教育法等の一部を改正する法律の施行

を受けまして、平成１９年４月から全国の地

方自体では、さまざまな特別支援教育支援事

業が推進されてまいりました。そして、今現

在も支援を必要とする幼児、児童・生徒一人

一人のニーズに応じた適切かつ柔軟なサポー

ト体制の充実が図られているところでござい

ます。

これらの背景といたしましては、学校生活

上支援を必要とする児童・生徒、つまり、当

事業対象者の増加や、その障害自体が多様化

してきていること等々が挙げられており、今

後も当事業に対する教育的ニーズは、全国的

に増加していくことが予想されております。

三沢市におきましても、対象となる児童・

生徒数は、本年度、市内小中学校を合わせて

８１名であり、来年度はこの数の増加が見込

まれているとのことでありました。

そういった中で、現在、当市では事業の一

環といたしまして、市内小中学校全１３校の

うち七つの学校に、合計で９名の特別支援教

育支援員が配置されております。

この方々の職務は、対象となる生徒が通常

学級や、旧法では特殊学級と呼ばれておりま

した特別支援学級において、授業を受ける際

の学習支援や、その他校内外における生活上

の生活指導、安全確保等を行うものであり、

支援を必要とする子供たちにとりましては大

切な存在であるということは間違いありませ

ん。

私自身、先日、幾つかの学校にお邪魔し、

当事業の現状を拝見させていただきました

が、支援員の充足率等々はまだ十分とは言い

がたいというのが私の正直な感想でございま

す。

このようなニーズがありながら、現在の社

会情勢を見ますと、国や地方自治体は財政的

にも 迫しているのが現状であり、この三沢

市においても、それは例外ではございませ

ん。確かに、このような経済状況下、支援員

に対する人件費等を捻出することは容易では

ない、そういったことも事実であると思いま

す。

しかしながら、すべての子供が良好かつ平

等な教育環境の中で育っていくこと、それは

我々市民にとって、さらに言えば、今後子供

を授かるであろう世代や現在子供を育ててい

る方々にとりましても、切なる願いでござい

ます。

もちろん、種市市長をはじめ担当部署の

方々も、教育行政に対し日々汗を流されてい

ることは承知いたしておるところでございま

すが、教育環境の充実、また、次なる世代の

人材育成という観点からも、市として当事業

に対し、さらなる対策を示す必要があるので

はないでしょうか。

そこで、１点目ですが、現在、三沢市で

は、当事業の現状や市民から寄せられるニー

ズといったものの把握状況はどういったもの

なのか、お伺いいたします。

そして２点目は、今後の展望といたしまし

て、支援員拡充等々の何らかの対策を講ずる

お考え、そういったものはおありなのか、お

伺いいたします。

最後に、３件目といたしまして、五川目地

区移転跡地の有効利用についてお伺いいたし

ます。

皆様御承知のとおり、三沢市は基地との共

存共栄を基地行政のスタンスといたしまし

て、今まで基地とともに歩み、急速な発展を
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遂げてまいりました。

もちろん、この発展は、これまでさまざま

な基地問題と向き合い、大変な御苦労をされ

ながら今に至る三沢の文化、歴史といったも

のをつくり上げてこられた先人の方々、人生

の諸先輩方のおかげであると認識しており、

改めて感謝いたすところでもあります。

しかしながら、現在もなお、東西約３,０

００メートルにも及ぶ滑走路施設を中心とし

た三沢基地の存在は、数多くの戦闘機等が

日々訓練飛行を実施するなど、多くの騒音被

害を市民にもたらしております。もちろん、

それは基地の持つ役割を果たすための活動で

あると、そういった認識を持っております

が、そこから生じた諸問題によって、我々市

民の平穏な生活が著しく阻害されることは

あってはならないものと思っております。

そういった意味では、やはり常日ごろから

基地行政に対する市として、市民としての

しっかりとしたスタンス、思いといったもの

を持ち、これまで同様、国とも連携を図りな

がら、当市が講じるべき各種施策を模索して

いくことが重要であると私自身考えるところ

でございます。

そのような中、これら基地問題に対する対

策の一つといたしまして、当市では、これま

で他に例がないほどの規模で各地区の集団移

転を実施され、騒音被害の解消を図ってこら

れました。

そして、この集団移転の進行とともに生じ

た移転跡地、とりわけ旧四川目集落地区にお

いては、国が直轄で整備する四川目ふるさと

広場があり、広く市民に利用されておりま

す。また、その北側、南側地区におきまして

も、それぞれモトクロス大会ですとか馬力大

会等々が開催されており、いずれの大会も多

くの人々でにぎわっていると聞いておりま

す。

しかし一方で、今後、隣接する五川目地区

の移転が完了すれば、同地区が広漠化するこ

ととなり、南北に広い当市が、西は三沢基

地、東は五川目地区移転跡地という壁によ

り、南北に分断されることは明らかでありま

す。この先、移転跡地の整備がおくれ、広漠

化してしまった場合には、市としての一体性

が損なわれるだけではなく、その一帯が犯罪

の温床となってしまう可能性や、何らかの事

故等々が発生してしまう、そういったことも

懸念されるところでございます。

これは、今後、三沢市全体の発展に支障を

来しかねないものゆえ、同地区跡地利用計画

の早期策定は重要であると考えるところであ

ります。

もちろん、申し上げるまでもなく、跡地利

用の整備に当たりましては、当市が市費を投

じるのではなく、それを国の責任において実

現されるよう、市といたしましても何らかの

利用計画を示す必要があるのではないでしょ

うか。

そこで、質問に移りますが、同地区の跡地

利用計画はあるのか、もしあるとすれば、ど

ういったイメージ、内容であるのかについて

お伺いいたします。

以上で、私の一般質問を終わります。御答

弁のほど、よろしくお願い申し上げます。

ただいまの１３番西○議長（馬場騎一君）

村盛男議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

西村議員さんの御質○市長（種市一正君）

問のうち、新年度予算と五川目地区移転跡地

有効利用については私から、その他について

は関係部長等から答弁をさせますので、御了

承願いたいと思います。

まず、政治姿勢問題の第１点目、平成２１

年度予算の配分についてお答えをいたしま

す。

平成２１年度当初予算の編成方針につきま

しては、去る１１月１４日に作成をしまし

て、現在、予算編成作業に取り組んでいると

ころであります。

その方針では、世界経済における金融危機

や、我が国経済の景気後退等により、地方を

取り巻く財政環境が不透明感を増している中
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でありますが、三沢市の基本理念であります

「人とまち みんなで創る 国際文化都市」

の実現に向けまして、お話のように六つのま

ちづくり基本方針に基づく諸施策をより加速

するための予算編成を行うことといたしてお

ります。

議員さんの御質問の基本方針の中で、どの

事業に力を注いでいくのかという御質問であ

りますが、当初予算は、今後、予算編成過程

において、より優先度の高い事業や、そして

また、何といたしましても国、県の補助金な

ど、財源確保が確実な事業から予算化を図る

という考え方に基づきまして、その調整作業

を経た上ででき上がるものでありまして、ま

さに、健康で助け合うまちづくりは、一例を

挙げますと、新三沢病院建設の継続事業や、

各がん検診事業、母子の健康づくりのため

の、いわゆる家庭力の向上事業など、また、

生活に便利なまちづくりでは、生活に密着す

る道路の整備のほか、新病院周辺の道路、あ

るいは公園の整備等に、三沢飛行場周辺整備

総合事業、市道東岡三沢・松原線整備等の継

続事業にかかわる予算など、新規事業を含め

た新年度予算の配分につきましては、予算編

成を通じまして、これから明らかにしたいと

考えております。

また、これらに加えまして、働き暮らせる

まちづくりでは、学校給食センターの機能を

持ち合わせております農産物加工センターの

設置事業や、現在、我が国経済の景気後退等

による地域での、いわゆる企業業績や雇用情

勢の悪化等に影響も懸念されることから、地

域経済を守り、生活不安を払拭するための雇

用対策等にも資する建設事業や、あるいは経

済対策としての市内商工業や中小企業に対す

る支援策などに力を注ぐとともに、他の柱で

あります環境と共生して安心できるまちづく

りや、豊かな心と体をはぐくむまちづくり、

そしてまた、健康で開かれたまちづくりで

も、環境や教育、あるいは福祉などの充実に

向けた予算確保に十分配慮した予算編成を進

めてまいりたい、このように考えてございま

す。

次に、五川目移転跡地の有効利用について

お答えをいたします。

御存じのように、国より第２種騒音区域に

指定されました四川目地区や浜三沢地区、ま

た、現在、建物等の移転が進められておりま

す五川目地区などの移転跡地に対しまして

も、これからは広大な国有地となるものであ

るわけでありまして、現在、この移転跡地の

有効利用といたしまして、お話がございまし

たように、四川目地区では、モトクロス等に

利用されておりますモータースポーツ広場

や、あるいは馬力大会等が開催されておりま

す多目的広場、金比羅神社があります、いわ

ゆるふるさと広場といいますか、さらには、

浜三沢地区では、サッカー等に使用されてお

ります向平運動広場や、少年野球等に使用さ

れております下タ沢公園などがありまして、

市民の皆様方に有効に御活用いただいている

ところでもあります。

議員さんの御質問の五川目地区の移転跡地

の有効利用につきましては、例えば基地から

流れ込む大量の雨水によりまして、五川目堤

の決壊や国道３３８号の冠水被害を防ぐため

にも、移転跡地と休耕田等を活用して、調整

池を設けまして、市民の、例えば釣り場とし

て活用するとともに、体験型農業施設や、あ

るいはトレッキングコース、パークゴルフな

どをあわせて整備することなどが考えられる

ところであります。

このように、今後につきましては、防災や

教育、あるいはレクリエーションなどといっ

た多様な役割と機能を持った、これまでにな

い公園整備などを検討してまいりたいと考え

ております。

いずれにいたしましても、移転により分断

された市域の一体性を保つために、市民の安

らぎの場として、国の予算において移転跡地

の整備が図られますように、国と協議を重ね

まして、有効利用を図ってまいりたい、この

ように考えておるところであります。

私からは、以上であります。
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政策推進部長。○議長（馬場騎一君）

政治姿勢問○政策推進部長（澤口正義君）

題のうち、２点目でございます行政経営シス

テムに関する御質問にお答え申し上げます。

現在、市が検討を進めている行政経営シス

テムは、政策評価、施策評価、事務事業評価

から成る本市の新しい行政評価の仕組みを中

心とするマネジメントサイクルを確立し、予

算、人事、組織、計画を一体的に管理しよう

とする取り組みでございます。

この行政経営システムにおける市民意見の

反映方法につきましては、行政評価における

客観性の確保及び市民参画の観点から、市の

各部局による自己評価に加えまして、市民意

見を反映させるための外部評価を実施するこ

ととしており、この外部評価を通じて得られ

る意見などを施策及び事業の見直しやシステ

ムの運用に反映させてまいりたいと考えてお

ります。

また、前期基本計画の最終年度である平成

２４年度に実施することとしている政策評価

では、政策目標の達成度を市民の視点から検

証するため、政策に対する満足度や重要度を

把握するための市民意識調査を実施すること

としております。

この市民意識調査では、特に、先ほど議員

さんが強調されておりました、若い世代を含

めた年齢階層ごとの意見を分析するため、必

要に応じてグループインタビューなどを実施

したいと考えており、政策分野における各世

代の的確なニーズや意見の把握に努め、後期

基本計画の策定に反映させたいと考えており

ます。

また、市民の意見を酌み上げるための方策

としては、これまで総合振興計画の策定作業

を開始しました平成１８年度には、市内の企

業、団体など５２６団体を職員が直接訪問

し、市政に対する意見などについて聞き取り

調査を実施したほか、市民１,５００名を対

象にしたアンケート調査を実施し、また、昨

年度には、地域座談会として、市内４５カ所

の集会施設などへ出向き、延べ３２５名の市

民の方々の御意見を伺ってきているところで

あります。

市といたしましては、今後とも市民の方々

により市政に関心を持っていただけるよう、

広報みさわ、マックテレビ、インターネット

などの各種媒体を通じた、わかりやすい情報

提供や意見を出しやすい場の設定などに努め

ることはもちろんのこと、民間企業のマーケ

ティング手法なども参考にしながら、市の側

から積極的に直接市民へアプローチをし、政

策の推進に必要な情報を得る方法などをさら

に積極的に取り入れることにより、潜在する

市民の多様な意見や声を的確に把握し、市民

ニーズに基づいた効率的かつ効果的な行政経

営の推進を図ってまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

教育長。○議長（馬場騎一君）

教育問題の特別支○教育長（横岡勝栄君）

援教育支援事業についてお答えいたします。

１点目の現状と市民ニーズについてであり

ますが、当市は、平成１９年度から市内小中

学校の通常学級に在籍し、教育上特別の支援

を必要とする児童・生徒に対する支援を行う

三沢市特別支援教育支援員を公募により採用

し、平成１９年度は４小学校へ６名、平成２

０年度は５小学校と２中学校の合わせて７校

へ９名を配置しております。

配置の基準は、特に支援を必要とする児

童・生徒数の多い学校とし、業務内容は、授

業時の学習指導、校外行事における安全確

保、校内における生活指導などの支援であり

ます。

また、学校長の判断により、必要に応じ

て、通常学級のみならず、特別支援学級の支

援も行っていただいております。

市民ニーズにつきましては、毎年、学校か

ら１人でも多くの支援員配置を望む声が寄せ

られております。学校としても、保護者から

切実な同様の声が寄せられておりますことか

ら、教育委員会では、今後も積極的に事業を

継続してまいりたいと考えております。
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次に、２点目の支援員の拡充についてであ

りますが、通常学級に在籍し、支援員を必要

とする児童・生徒は、今年度、小中合わせて

全体の１.８３％となっております。全国で

は６％、青森県で３％と言われていますが、

三沢市における先ごろの調査で、新年度は、

小中合わせて全体の２.６４％と増加が予想

されますことから、特別支援教育のさらなる

充実を目指し、予算及び人材確保の問題も含

めて、現在、検討しているところでありま

す。

なお、ボランティアによる学習支援員、い

わゆるアシスタントティーチャーにつきまし

ては、実施の可能性についてさまざまな角度

から検討してまいりたいと考えております。

以上であります。

１３番。○議長（馬場騎一君）

御答弁まことにあ○１３番（西村盛男君）

りがとうございました。

私からは、再質問といたしまして、１点、

教育問題に対して再質問させていただきま

す。

先ほど、教育長は、最後に、学習支援員と

いったことを、今後、可能性として考えてま

いるといった旨の御発言ありましたが、それ

を理解する上で、短期的な目で見て考えてい

いのか、中長期的な目で理解すればよろしい

のか、そこについて確認を、御質問させてい

ただきます。よろしくお願いします。

教育長。○議長（馬場騎一君）

お答えさせていた○教育長（横岡勝栄君）

だきます。

最後に申し上げましたボランティアによる

学習支援員、すなわちアシスタントティー

チャーの件でありましたが、これは今、特に

学習支援を要する、特別支援とは別に、そう

いう要求あるいは市民ニーズがたくさんあり

ます。そういう意味で、なるべく早く、遅く

ならないうちにということで、できる限り早

く市長部局とも相談しながら実現したいなと

いうふうに思っております。御理解くださ

い。

以上で、１３番西村○議長（馬場騎一君）

盛男議員の質問を終わります。

─────────────────

以上で、本日の日程○議長（馬場騎一君）

は終了いたしました。

なお、明日から１７日までは、特別委員会

審査のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１８日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

午前１０時４８分 散会


